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令和８年 ６月２４日 

 

 

香芝市長 三 橋 和 史 様 

 

香芝市議会議長 中 山 武 彦 

【質問者： 中 井 政 友】 

 

 

質 問 状 

 

 

香芝市議会基本条例第１６条第１項の規定に基づき次のとおり質問するので、同条第２項

により速やかに回答して下さい。 

 

 

１ 現在計画されている五位堂小学校の改築事業（複合化を含む。）について、学童保 

育所及び認定こども園に係るそれぞれの財源内訳をお示しください。 

 

２ 上記１の事業において、複合化する場合としない場合のそれぞれについて、該当す 

る補助金等を踏まえた市の実質負担見込額をお示しください。 









1　用途別の事業費及び面積 単位：千円、㎡

区分 事業費 面積

小学校（給食室を含む。） 4,670,341 5,830.984 　　　耐力度調査を行ったことにより、学校施設環境改善交付金の対象とすることができる面積

学童保育所 365,234 456.000

認定こども園 775,725 968.503

合計 5,811,300 7,255.487

※改築前の施設に係る解体費用は事業費に含めていない。

２　学校施設環境改善交付金の活用による影響額

⑴　耐力度調査を行ったことにより、学校施設環境改善交付金の採択を受け、地方債を活用した場合（補助率：１／３） 単位：千円

地方債

（学校教育施設等整備事業債：義
務教育諸学校の危険改築事業、不

適格改築事業）

充当率90％
交付税措置率60％

（公共施設等適正管理推進事業
債：集約化・複合化事業）

充当率90％
交付税措置率50％

合計

【補助対象事業】
小学校（給食室を含む。）

2,025,099 675,033 1,215,000 0 1,215,000 135,066 810,000 540,066

【継ぎ足し単独事業】
小学校（給食室を含む。）

2,645,242 0 2,380,700 2,380,700 264,542 1,190,350 1,454,892

合計 4,670,341 675,033 1,215,000 2,380,700 3,595,700 399,608 2,000,350 1,994,958

⑵　耐力度調査を行わず、地方債のみを活用した場合 単位：千円

地方債

（学校教育施設等整備事業債：
義務教育諸学校の危険改築事

業、不適格改築事業）

充当率90％
交付税措置率60％

（公共施設等適正管理推進事業
債：集約化・複合化事業）

充当率90％
交付税措置率50％

合計

【単独事業】
小学校（給食室を含む。）

4,670,341 0 0 4,203,300 4,203,300 467,041 2,101,650 2,568,691

合計 4,670,341 0 0 4,203,300 4,203,300 467,041 2,101,650 2,568,691

⑴との差額 0 ▲ 675,033 ▲ 1,215,000 1,822,600 607,600 67,433 101,300 573,733

573,733

五位堂小学校改築事業に係る財源シミュレーション資料

区分 事業費

財源内訳

 交付税算入額 実質負担額
国庫

補助金
 一般財源

区分 事業費

財源内訳

 交付税算入額 実質負担額
国庫

補助金
 一般財源

●志都美小学校 学校施設環境改善交付金（危険改築）
配分基礎額 ＝ 配分基礎面積（2504.81㎡）×配分基礎単価（347,300円：R8.4.1）

＝ 869,920,513円 → 交付額（×1/3）≒ 289,972千円

●五位堂小学校 学校施設環境改善交付金（危険改築）

配分基礎額 ＝ 配分基礎面積（5830.984㎡）×配分基礎単価（347,300円：R8.4.1）

＝ 2,025,100,743円 → 交付額（×1/3）≒ 675,033千円

【再掲】

⑴ 耐力度調査を行ったことにより、学校施設環境改善交付金の採択を受け、地方債を活

用した場合（補助率：１／３）

公共施設等適正管理推進事業債 部分

補助対象経費 2,025,099

43.4%

補助対象外経費 2,645,242

56.6%

学校施設環境改善交付金 部分

1,350,066

90%（1,215,000） 10%

33.3%66.7%

2,645,242

50%50%

90%（2,380,700） 10%

学校教育施設等整備事業債 部分 公共施設等適正管理推進事業債 部分

国庫補助分 675,033
学教債（交付税措置分）

810,000

学教債（実質負担分）

405,000 一般財源 135,066

公適債（交付税措置分） 1,190,350 公適債（実質負担分） 1,190,350

国庫補助分 675,033 学教債（交付税措置分）

810,000

公適債（交付税措置分） 1,190,350

学教債（実質負担分）

405,000

公適債（実質負担分） 1,190,350

14.4% 17.3% 25.5% 25.5%8.6% 5.7%

国庫補助分及び交付税措置分 2,675,383

57.3％

実質負担分 1,994,958

42.7％

補助対象外経費、4,670,341

100.0%

公適債（交付税措置分） 2,101,650 公適債（実質負担分） 2,101,650

90%（4,203,300） 10%

一般財源

467,041

交付税措置分 2,101,650

45.0％

一般財源

264,542

2.9%

実質負担分 2,568,691

55.0％

国庫補助分 675,033 公適債（交付税措置分） 1,190,350

学教債（実質負担分）

405,000

公適債（実質負担分） 1,190,350

14.4% 25.5% 25.5%8.6% 5.7%

国庫補助分及び交付税措置分 2,675,383
57.3％

実質負担分 1,994,958
42.7％

2.9%

一般財源

264,542

一般財源 135,066

学教債（交付税措置分）

810,000

17.3%

一般財源 135,066

一般財源

264,542

50% 50%


